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債権譲渡の要件事実としての「代金額」
































しての機能を営んでいる1)。ところで，平成 10 年 10 月 16 日の法律第 126 号
による「債権管理回収業に関する特別措置法」（サービサー法）の施行により，
















1） 林良平（安永正昭補訂) = 石田喜久夫 =高木多喜男『債権総論』（青林書院，第 3版，
1996 年）481頁注（3）。
2） 東京地判平成 14・11・27（判例集未登載）。
3） 東京地判平成 14・11・27（前掲注 2））のほか，東京地判平成 13・7・5（判例集未登



























4） 東京地判平成 19・6・18（前掲注 3））。なお，東京地判平成 13・7・5。

























































9） わずかに，野澤正充「有償契約における代金額の決定（1)(2）」立教法学 50 号 186頁
以下（1998年），51 号 1頁以下（1999 年）が存在する。
10） 柚木馨 =高木多喜男『新版注釈民法（14）』（有斐閣，1993 年）150頁。
11） 我妻・前掲注 7）254 頁。







































れる。そしてさらに，同第 33 条第 1項および第 2項は，代金額の決定につき
次のような詳細な規定を置いていた。












































18） G. Boissonade, Projet de code civil pour lʼempire du Japon accompagné dʼun
commentaire, t.Ⅲ, Tokio, 1888, n˚ 166, p.207.
19） Boissonade, ibid.























































































































31） 大判大正 10・3・11 民録 27輯 514 頁。
































⑴ フランス民法典 1591 条の趣旨














35） 滝沢聿代「売買契約の成立と合意」判例タイムズ 404号（1980 年）42頁。なお，こ
の点につき，ポチエは次のように記している。すなわち，「売買契約にとっては，つの
ものが不可欠である；売買契約の目的（objet）である物，取り決められた代金，および
当事者の合意（consentement）である」（Œuvres de Pothier par M.Bugnet, t.Ⅲ, Paris,
1847, réimpression 1993, n˚ 3, p.3）。そして，フランス民法典の立法過程においても，「当
事者が物および代金につき合意することが，売買契約の本質（的要件）である」との説
明がなされている（1804年 2 月 27日（共和暦風月 7日）に国務院でなされたポルタリ
スによる趣旨説明。M.Locré, La législation civile, commerciale et criminelle de la France,



































旨説明。Locré, ibid., Ⅷ, n˚ 8, p.146）。



























38） M.Troplong, Le droit civil expliqué suivant lʼordre des articles du code, depuis et y
compris le titre de la vente, De la vente, t.Ⅰ, Paris, 3e éd., 1837, n˚ 151, pp.207-208.
39） Laurent, op.cit.（note 1）, n˚ 71, p.80.
40） Laurent, ibid., n˚ 72.

























































44） ユニドロワ原則の成立過程については，ボネル・同前 67-68 頁のほか，高桑昭「国際
的統一売買法」『現代契約法大系 第八巻 国際取引契約（1）』（有斐閣，1983 年）65頁
以下参照。
されたのは，1988年 1月 1日のことである。














員会によるヨーロッパ契約法原則（The Principeles of European Contract Law,
1997）においても，代金額の確定に関しては，以下のように，ほぼ同様の規定
が置かれている47)。




45） 曽野和明 = 山手正史『国際売買法』（青林書院，1993 年）183頁。
46） 甲斐道太郎ほか『注釈国際統一売買法Ⅱ』（法律文化社，2003 年）15頁（田中康博）。
47） 規定の訳は，川角由和 = 中田邦博 =潮見佳男 =松岡久和編『ヨーロッパ私法の動向と
課題』（日本評論社，2003 年）505-506頁〔藤井徳展・益澤彩〕による。このほか，ヨー
ロッパ契約法原則を翻訳したものとして，加賀山茂「ヨーロッパ契約法原則−完全・改






















































































51） 山口・前掲注 49）37 頁。
52） 山口俊夫『概説フランス法 上』（東京大学出版会，1978年）129頁以下，特に 135
頁，中舎寛樹「民法における法規解釈を規定する要因に関する覚え書き（二）」南山法学




























55） 山口俊夫『フランス債権法』（東京大学出版会，1986 年）77-78 頁。
56） 山口・前掲注 55）108-109頁。
57） 北村一郎「契約の解釈に対するフランス破毀院のコントロオル（2）」法学協会雑誌

































J.Mazeaud, Leçons de droit civil, t.Ⅱ, vol. 1, Obligations, théorie générale, 9e éd. par F.

















































































66） 兼子一 =竹下守夫『民事訴訟法』（弘文堂，新版，1993 年）79頁。
67） 新堂・前掲注 65）379-380頁。
68） 新堂・前掲注 65）381頁。
69） 伊藤眞『民事訴訟法』（有斐閣，第 3版補訂版，2005 年）266頁。なお，意思自治の
原則と私的自治の原則の関係については，さしあたり，星野英一「意思自治の原則，私
的自治の原則」『民法論集 第巻』（有斐閣，1989 年）117 頁以下，特に 148-149頁参
照。
70） 石川義夫「売買契約に基づいて目的物の引渡請求権を主張する者は，代金額の主張を





























71） 星野英一「現代における契約」『民法論集 第 3巻』（有斐閣，1972 年）7 頁。
72） たとえば，兼子一『裁判法』（有斐閣，再版，1967年）35頁注（一）は，「職業法律
家の裁判は（適当な人の養成と選択とを前提とすれば），より優れた平均的な素養を備え
たものといえる」と評価する。
景に，そう解しても意思自治（私的自治）の原則からは問題がない，と思われ
る。つまり，代金額の確定という要件事実につき，当事者間における立証の負
担の公平や弁論主義の要請を考慮し，それらに反しない限りで，裁判官の裁量
が認められると考える。
⑸ 結 語
売買契約の成立においては，代金額を定めることが要件となる。しかし，具
体的な代金額を定めなくても，売買契約が直ちに無効となるわけではなく，当
事者が時価または「相当な代金」によるなど，その決定基準が定まっていれば
よい。そして，後にその具体的金額につき当事者の協議が調わないくても，裁
判所がそれを確定することが認められよう。
しかし，以上の議論は，あくまで代金請求訴訟など，売買代金額が争点とな
っている場合に関するものであり，そうではない場合には，必ずしも妥当しな
い。すなわち，民法 555 条が「代金」を要件とする趣旨は，同条の沿革からは，
代金額を後に決めると当事者間の力の不均衡により，恣意的にその額が決定さ
れることを防ぐことにある。そうだとすれば，代金額が問題とならない事案に
おいても，常に具体的な代金額を示す必要はないと考えられる。例えば，債権
譲渡の事例では，譲渡当事者間（譲渡人・譲受人）において，その代金額に問
題がないのであれば，譲受人が債務者に対して譲受債権の支払を求める場合に，
債権の具体的な買取額（代金額）を提示する必要はないと思われる。その意味
では，冒頭に記した下級審裁判例の解決は，適切なものであったと解される。
債権譲渡の要件事実としての「代金額」（野澤正充） 55
